
   
 
 
 
 

 
 
   
 
   Background 

China’s State Administration of Taxation (SAT) issued the circular 
Guoshuifa [2009] No. 2 - “Implementation Measures of Special Tax 
Adjustments (Provisional)” (Circular 2) in early 2009, stipulating the 
detail requirements for the preparation of transfer pricing 
contemporaneous documentation (TP documentation) for the first time. 
Since then, the administration of TP documentation has always been a 
focus of the SAT. By reviewing the TP documentations collected from 
taxpayers, the SAT intends to establish a foundation for other types of 
anti-avoidance practices. 

As the deadline for the preparation of 2010 TP documentation passed, 
the tax authorities have started the collection and review of 2010 TP 
documentation reports from tax payers. The following sections set out 
our observations on the recent developments regarding tax authorities’ 
collection and review efforts of the TP documentation reports.   

Tax authorities’ recent practices on TP documentation review 

 

 

 

背景 

中国の税務機関は、「大企業の税務コンプライアンスを促進」という文書をウェブサイト

上で公表し、大企業と国際租税徴収管理の実務上の租税リスクについて総括した。そ

の中で、特に注意すべきは、ロイヤリティを利益移転の手段として用いてはならないこ

とだとした。 

当該文書によると、国内企業が生産経営の中で、国外企業の技術やブランドを利用し、

対価として国外企業にロイヤリティを支払うことは一般に行われている。しかし実際に

は、二重払い、未使用支払い、技術的秘密期限を過ぎたロイヤリティ支払いなど、合理

性にかけるロイヤリティの支払いが利益移転の手段となっている場合があり、税務機

関が納税調整することになる。具体的には、以下のような事例がある。 

1． 二重払いのロイヤリティ 

関連者から重要部品などの資産を購入する時、技術の対価がすでに資産価格に含ま

れているにも関わらず、別途関連者にロイヤリティを支払う場合、ロイヤリティの二重

払いになる。 

 

2．秘密保持期限を過ぎた技術に支払うロイヤリティ 

技術が同業企業に広く取得され、利用されるようになり、専有技術としての価値がなく

なっても、国外関連者にロイヤリティを支払い続ける。 
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本稿要旨 

• ロイヤリティの二重払い、未使用支

払い、技術的秘密期限を過ぎたロ

イヤリティ支払いなど、合理性にか

けるロイヤリティの支払いによる利

益移転に対し、税務機関の注目が

高まっている。 
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3．生産企業が関連販売企業向けに販売する製品に対し支払うロイヤ

リティ 

生産企業が、生産したすべての製品を親会社が指定した関連販売会社に販売し、非

関連の第三者企業に販売しない場合、技術やブランドが生産過程に実質的利益をも

たらさないにもかかわらず、生産企業がロイヤリティを支払う。 

KPMG中国の所見 

外商投資企業および外国企業は、2008年以前は「二免三半減」や低税率など、様々

な減税、免税策による優遇を受けられた。このため、実質税負担は約10～15％と、全

体として国内企業に比べて低く、源泉徴収税率や営業税率と大差なかった。したがっ

て、中国の税収という観点から見れば、ロイヤリティの支払いは企業の実質税負担に

大きな影響がなかった。 

しかし、2008年の中国所得税法の「両法合併」によって、外商投資企業、外国企業お

よび国内企業の法定企業所得税率が25％に統一された。税金優遇政策の過渡処置

を受ける一部の外商投資企業と外国企業の税率は、2011年には24％になり、2012

年から法定の25％の税率で納税することになった。その結果、企業所得税、源泉徴

収税および営業税の差が大きくなり、タックスプランニングの余地も拡大した。このよう

な背景の下、ロイヤリティ調査が、移転価格調査の焦点の一つになりつつある。この

ため、多国籍企業はロイヤリティ政策の策定、実行にあたり、以下のような点に特に

注意すべきである。 

合理的なロイヤリティ政策の策定 

1. ロイヤリティ支払いの必要性 

ロイヤリティ支払いの必要性の観点から、税務機関はその取引が企業に実質的利益

をもたらすかに関心をおく。 

2. 合理的なロイヤリティ計算 

ロイヤリティ計算の合理性の観点では、ロイヤリティ政策は独立企業間原則に一致し

なければならない。また、企業のロイヤリティ支払い後の利益水準が、その機能とリス

クにふさわしい水準であるかも重要な判断基準の一つである。 

したがって、企業は、特に完全な開発機能や販売機能を果たさない場合、ロイヤリティ

政策自体の合理性を確保すると同時に、ロイヤリティ支払い後の利益水準がその機

能リスクに見合った水準に達するかにも注意し、ロイヤリティ政策の実行をモニタリン

グすることで、リスクを最大限に回避することをお勧めする。 

3. 安定的なロイヤリティ政策の実行 

実務上、一部にロイヤリティ支払い率が利益水準に従って変動する企業が見られる。

契約にそのような規定がなく、取引実態と計算根拠にも変化がないのならば、ロイヤリ

ティ政策の一貫性を維持するべきであり、その時々に応じて決めるというようなやり方

はするべきではない。また、利益に紐付けたロイヤリティ政策は、実行に困難が伴う場

合があるため、慎重なプランニングが必要である。ロイヤリティが輸出入品にかかる

場合は、ロイヤリティに関税がかけられないよう、税関方面のプランニングにも注意し

なければならない。 

このほか、中国国内に複数の子会社を有する多国籍企業の場合、グループのロイヤ

リティ政策の策定時に、子会社間の一貫性の確保に注意し、万一、中国の税務機関

がグループに対する全国一斉調査を行った場合に、税務リスクが顕在化することを回

避しなければならない。 
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ロイヤリティに関する説明資料の完備 

税務機関は、ロイヤリティ取引を評価する時、契約書のコンプライアンスにも増して、

取引の実態と合理性の審査を重視する。たとえロイヤリティ契約が規定に従い、対外

経済貿易部門など関連部門の承認を得て登記されていたとしても、税務機関がロイヤ

リティ契約の内容と取引実態が一致しないとみなしたり、または合理的でないと判断

すれば、依然としてロイヤリティの税務リスクがある。 

企業がロイヤリティ契約を結ぶ際には、その合理性に関する説明資料もあわせて用

意することをお勧めする。たとえば、技術使用状況、技術構成状況、技術所有状況、

技術の予想利益の具体的計算、技術開発費、技術の代替性、および各関連者の機

能やリスクなどの資料である。ロイヤリティ契約の締結後も、取引状況の変化に応じ

て、定期的に契約内容を点検し、適宜調整することをお勧めする。 

 

ロイヤリティ調整の救済手段 

企業は、合理的なロイヤリティ政策を策定すると同時に、日常の経営の中で、ロイヤリ

ティの合理性を説明する資料を予め準備しておくことをお勧めする。そうすれば、税務

機関との交渉でロイヤリティの合理性を十分に説明することができ、調査の立件の回

避につながる。 

国外企業に支払うロイヤリティが税務機関に調査され、調整された場合、国際的二重

課税が発生する。企業の関連者の所在国と中国の間に租税条約がある場合、企業は

相互協議を通じた救済を求めることができる。しかし、「特別納税調整実施弁法（試

行）」第101条に基づき、税務機関が企業に対し移転価格調整を実施した場合、企業

が国外関連者に支払ったロイヤリティなどにかかる納付済み税金には、対応的調整

が行われないことに注意が必要である. 

 

KPMGの成功経験 

ロイヤリティ関連の紛争が発生した場合にはどのような解決方法がありうるのか、

KPMGは以下のような成功経験がある。 

1. 税務機関により、ロイヤリティ問題に対する正式調査が立件された場合、2つの

対応方法が考えられる。 

• 企業の全社利益と、ロイヤリティ料率に対し、それぞれベンチマーキング分

析を行い、合わせてロイヤリティ政策の合理性を説明する方法。 

• ロイヤリティの支払いを、有形資産売買などその他の関連者取引と抱き合

わせ、ロイヤリティ料率を変動ないしステップ方式にする方法。 

2. KPMGの経験上、事前確認または紳士協定を通じて税務当局と合意する案件

もある。ただし、事前確認の申請には一定の要件を満たす必要があり、申請プ

ロセスが煩雑であり、通常1～3年程度の期間を要することに注意が必要である。

一方、紳士協定の場合、プロセスが簡略化でき、時間も短縮できるが、法的保

護の観点からは効果が低くなる。 

事前確認と紳士協定のいずれも、移転価格調査とは異なり、企業と税務当局との信

頼関係と友好的交渉を前提として、最も適切な移転価格政策を模索する方法であり、

企業の経営の安定性を高め、コンプライアンス費用を低減することに寄与する。企業

は、個々の状況に応じて適切な方法を選択し、合理的なロイヤリティ政策を策定する

ことをお勧めする。ご必要があれば、KPMGは企業の状況に応じアドバイスをご提供

することができます。 
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